
作成日 平成 29 年 1 月 20 日 

環境活動レポート  

              Ｈ27 年 11 月～Ｈ28 年 10 月 

有限会社星山商店 認証番号 0001492 

 

≪ ご 挨 拶 ≫ 

 

有限会社星山商店は１９６５年創業以来資源回収業として歩んでまいりました。 

私共の活動は自然環境に対する貢献が大きいことを重く受け止め、次ページの環 

境方針を基に環境活動を展開し、地球環境にやさしい企業としてあるべく、環境へ 

の配慮も企業活動の大きな役割としてとらえ新たな一歩をあゆみだしました。 

近年は一般廃棄物収集運搬、産業廃棄物収集運搬も行い、産業廃棄物においては 

排出業者様へのリサイクル提案をさせて頂いております。 

以下「環境活動レポート」としての取り組みをまとめましたので、私たちの取り組 

みをご高覧の上、ご指導、ご指摘をいただき次の環境活動に生かして行きたいと存 

じます。 

 

 

   有限会社 星山商店  

                                    代表取締役星山徳一   
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Ⅰ．環境方針  

＜  基 本 理 念  ＞ 

 (有)星山商店は、廃棄物の収集運搬業者として環境に優しい収集・運搬業務に心がけ､ 

かつ廃棄物のリサイクル推進活動を行い地球環境保全に配慮し、 

持続的発展社会の実現に向けて貢献いたします。 

＜  基 本 方 針  ＞ 

１. 事業活動において関係する法令、規制を守り業務にあたります。 

２. エコドライブによる環境負荷への低減の為、アイドリングストップ及び 

収集ルートの効率化を図り、CO2 排出を抑制します。 

３.  事務用品は、基本的にエコマーク商品やグリーン購入に限り環境に配慮した 

製品を使用しています。 

４. 収集運搬業者としての社会的・環境的位置づけを再確認した上で、事業者から出る廃棄物量の

抑制の指導や、リサイクル化への提案をしていきます。 

５. 環境保全に関する目的・目標を設定し、取組結果を点検・評価することにより 

環境マネジメントシステムの継続的改善につなげていきます。 

６. 環境理念･方針を積極的に開示し、地域社会とのコミュニケーションをはかり 

信頼構築に努めます。 

     ～ この環境方針は、社内外に公表します ～ 

 

                           ２０１３年 １月３１日 

                        有限会社星山商店 

                       代表取締役 星山徳一 
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Ⅱ．事業活動の規模  

 

事業者及び代表者名 

 

有限会社 星山商店  法人設立 平成 14 年 11 月 25 日（昭和 40 年 創業） 

    代表取締役社長     星山徳一 

 

 所 在 地  

 

〔本社〕   〒374-0039 群馬県館林市美園町 26 番 14 号 

TEL０２７６－７２－３６３１  FAX０２７６－７２－５６２２ 

 

〔邑楽事業所〕2,959 平方米 〒370-0614 群馬県邑楽郡邑楽町赤堀 3751 番 1 

       《平成 20 年 6 月完成 並びに営業開始・平成 25 年 2 月増設》 

TEL０２７６－６０－４０３６   FAX０２７６－６０－４０３７ 

Ｅ-mail hoshiyama@apricot.ocn.ne.jp  

URL  www.hoshiyama-s.com 

環境管理責任者及び担当者連絡先 

 

環境管理責任者：   専 務 星山 高徳                  

       担    当  ：  事務局  遠藤 婦美江 
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 事 業 内 容  

 

【総合資源回収業】 

【古物商】 

群馬県  許可番号 第 421130153900 号   取得年月日 平成 15 年 4 月 4 日 

 

【一般廃棄物収集運搬業】 2 年毎の許可申請 

館林市  許可番号 第 661 号   有効期限 平成 30 年 9 月 30 日 

千代田町 許可番号 第 28-10 号   有効期限 平成 30 年 3 月 31 日 

板倉町  許可番号 第 3 号      有効期限 平成 30 年 4 月 30 日 

大泉町  許可番号 第 27-14 号   有効期限 平成 29 年 7 月 3 日 

邑楽町  許可番号 第 15 号      有効期限 平成 29 年 6 月 30 日 

佐野市  許可番号 第 59 号    有効期限 平成 29 年 6 月 30 日 

 

【産業廃棄物収集運搬業】 5 年毎の許可更新 

群馬県 許可番号 01000101065  取得年月日 平成 14 年 12 月 25 日  有効期限 平成 29 年 12 月 24 日 

埼玉県 許可番号 01104101065  取得年月日 平成 15 年 1 月 6 日   有効期限 平成 30 年 1 月 5 日 

茨城県 許可番号 00801101065  取得年月日 平成 15 年 1 月 15 日   有効期限 平成 30 年 1 月 14 日 

東京都 許可番号 13-00-101065  取得年月日 平成 17 年 12 月 19 日   有効期限 平成 32 年 12 月 18 日 

栃木県 許可番号 00900101065  取得年月日 平成 15 年 1 月 23 日    有効期限 平成 30 年 1 月 22 日 

千葉県 許可番号 1200101065  取得年月日 平成 15 年 2 月 12 日    有効期限 平成 30 年 2 月 11 日 
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【取り扱う産業廃棄物の種類】 

※積み替え保管を除く 

産業廃棄物の種類 

燃え殻 汚泥 

廃油 廃酸 

廃アルカリ 廃プラスチック類（自動車は除く） 

紙くず 木くず 

繊維くず 動植物性残さ 

金属くず（自動車等破砕物は除く） ゴムくず 

がれき類（石綿含有産業廃棄物を含む）  ガラス・コンクリートくず及び陶磁器くず 

（自動車等破砕物は除き、石綿含有産業廃棄物を含む） 

 

 

〔群馬県・栃木県 上記 14 種類〕             

〔埼玉県・茨城県 繊維くず・ゴムくずを除く 上記 12 種類〕 

〔千葉県・東京都 繊維くず・ゴムくず・燃え殻を除く 上記 11 種類〕 

 

【収集・運搬の単価について】 

  トラックの種類・回収時の走行距離・積荷の状態や重量などにより収集・運搬の単価には 

  変動があります。 

排出事業者様へ御見積書のご提示・御契約書の締結により決めさせて頂いております。 
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 事 業 規 模  

資本金 ：8,000,000 円 

   邑楽事業所：2959 平方米（群馬県邑楽郡邑楽町赤堀 3751 番 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動規模 単位 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

処理代 

産業廃棄物 百万円 161 195 173 

一般廃棄物 百万円 7.4 7.7 11 

売上高 百万円 464 493 441 

従業員 人 18 人 19 人 19 人 

床面積（事務所） ｍ2 158.16 158.16 158.16 

敷地面積（トラックヤード・邑楽事業所） ｍ2 3,931 3,931 3,931 
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車 両 種 類 台 数 

４ｔパッカー車 ６台 

２ｔパッカー車 ３台 

４ｔ平ボディ ２台 

２ｔダンプ ２台 

４ｔアームロール １台 

７ｔアームロール ３台 

３ｔクレーン １台 

７ｔクレーン １台  

７ｔ平ボディ       ２台 

８ｍ3 コンテナボックス ９０台 

６ｍ3 コンテナボックス ５台 

２ｍ3 コンテナボックス １０台 

１．５ｍ3 コンテナボックス ３０台 

  

 



 

 

【受託した廃棄物の処理量】 

  平成 28 年度（平成 27 年 11 月～平成 28 年 10 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

【受託した資源物の処理量】 

 平成 28 年度（平成 27 年 11 月～平成 28 年 10 月） 
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産業廃棄物種類 数  量 

廃プラスチック類 2,577,961kg 

動植物性残渣 1,423,581kg 

金属屑 35,603kg 

汚泥 2,532,429kg 

木くず 1,047,400kg 

ガラス・陶磁器くず  34,950kg 

廃油   11,665kg  

燃え殻   6,010kg 

がれき類  68,600kg 

一般廃棄物収集運搬〔事業系〕 数  量 

可燃物 412,730kg 

不燃物  1,490kg 

資源等 5,470kg  

一般廃棄物収集運搬〔一般家庭〕 数  量 

可燃物  1,541,480kg 

不燃物 446,180kg 

資源物種類 数  量 

金属くず 1,995,117kg 

段ボール 2,864,890kg 

廃プラスチック類（リサイクル） 56,288kg 



 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          

Ⅲ．ＥＡ２１推進体制  
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代表取締役
【最高責任者】
星山 徳一

【事務局】
遠藤 婦美江

【環境管理責任者】
星山 高徳

【環境委員会】
3ヶ月に1回開催

【業務課】
小暮 良文

【総務課】
星野 里枝

職 名 役 割 

専務取締役 最高責任者。環境方針を制定し、システムの見直しをする。 

取締役 環境管理責任者。環境委員会を運営する。 

構築・運用に関する情報を最高責任者に提供する。 

総務 事務局（環境管理責任者補佐） 

環境委員会 環境管理責任者が 11月、5月に招集して開催する。 

最高責任者、環境管理責任者、事務局が出席する。 



 

 

Ⅳ．環境目標とその実績 〈Ｈ 27.11/1～Ｈ 28.10/31〉  

  当社に於ける平成 22 年度(平成 22/11/1～平成 23/10/31)の環境負荷実績を基準とし、 

  平成 26 年度から平成 28 年度までの目標を下記のとおり新たに定め活動を開始した。 

１． 主要な環境目標と環境負荷・実績 

項目 

平成 22年 11～ 

平成 23年 10 月 

（実績） 

目標 

値 

平成 26年 11

月 

平成 27年 10

月 

（実績） 

目標 

達成 

平成 27年 11 月 

平成 28年 10 月（実

績） 

 

目標 

達成 

軽油 

消費量（ℓ） 86,355．62 
1％ 

削

減 

112,517.84 1.3% 

増 

 

110,,849.57 1.3%

増 

 

 

二酸化炭素 

排出量（kg－O2） 
226,626 295,285 290,906 

原単位 0.21 0.22  0.25 

ガソリン 

消費量（ℓ） 4,939.84 2％ 

削

減 

4,518.37 0.9% 

減 

4,291.74 0.9%

減 

 

二酸化炭素 

排出量（kg－O2） 
11,468 10,490 9,963 

電力 

消費量（Kwh） 18,104.00 1％ 

削

減 

18,623.00 1.3% 

増 

18,034.00 1.0%

増 

 

二酸化炭素 

排出量（kg－O2） 
6,843 

7,15

1 
6,925 

水道 
使用量（㎥） 106.00 1% 

削減 

132.00 
1.2%

増 

 

132.00 
1.2%

増 

 
使用量（㎥/人） 6.2    6.9 6.9 

事業所内廃棄物 使用量（kg） 900.00 
1% 

削減 
820.00 

1% 

減 

     

800..00 

1.2%

減 

 

グリーン購入 ― 

事務用品は 

グリーン購入 

を基本とする 

継続 

グリーン購

入を 

基本とした 

達成 
グリーン購入を 

基本とした 

 達

成 

本業での取り組

み 

リサイクル 

提案件数 
１０ １０ １０ 

１０ 

達成 
１０ 

１０ 

達成 

 ※ 排出係数：東京電力 0.384kg－CO2/kwh 
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２．主要な環境目標の増減事由と対策 

軽油消費量の増減理由 前年度より売上が 8％減の為、軽油の消費量は減っているが 

原単位の比較では、削減されていない。地場の収集運搬より

遠方の収集運搬が増加した事が考えられる。 

外部のエコドライブ講習を代表従業員に受講させ、 

後日 全従業員に講習することを計画。 

ガソリン消費量の削減理由 ハイブリット車を使用し、社有車の使用頻度も減った。 

削減の継続に努めたい。 

電力消費量の増加理由 前年度に対しては使用消費量が減り、目標値に限りなく近づ

いているが、仕事量の変動に左右される事は否めない。 

エアコン稼働時は天井扇の併用を徹底し・駐車場のライトの 

点灯を一時間短縮した。更なる削減に努めたい。 

水道使用量の増減理由 使用量に変動なし。削減に努めたい。 

事務所内廃棄物の削減理由 

 

シュレッター使用を徹底し、更にごみの分別を行った。 

継続に努めたい。 

グリーン購入 グリーン購入を基本とした。 

本業での取組 リサイクル提案件数達成。 
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Ⅴ．環境活動の取組と評価・次年度の取組み  

環境活動計画 評価・次年度の取組 

① 酸化炭素排出量の削減 排出量は減っているが。原単位での比較では、削減さ

れｔｒ 平成 28 年度の実績に対して れていない。エコドライブの講習を計画。 

 
平成 29 年度に 1％削減する。  

『目標達成手段』  

1.電力の削減 

・空調温度適正化・表示 

今後も、削減に努力したい。 

・照明・ＰＣ電源不要時のＯＦＦの推進 不要時の節電徹底。 

・エアコン清掃の実施 年 2 回、清掃実施とする。設定温度・節電の表示。 

・エコドライブ推進  

・社用車の点検・整備 法令により実施。 

 
・原因分析と削減方法の検討 更なる追及に心がけたい。 

・電力、ガソリン量の集計  

２．自動車燃料使用の削減 ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄ車を使用。 

・定期的な整備の実施 法令により実施。 

・エコドライブの実施 年 1 回 外部講習者の講習会実施。 

② 廃棄物の削減  

平成 28 年度の実績に対して  

平成 29 年度に 1％削減する。  

・分別ルールの徹底 ・廃棄物置き場の整備 事業所内の分別ごみ箱の接置。 

・裏紙使用ルールの徹底 社内資料のみの使用の徹底。 

・原因分析と削減方法の検討 今後も常に削減を心がけて行く。 

③ 総排水量の削減  

平成 28 年度の実績に対して  

平成 29 年度に 1％削減する。  

・毎月のﾒｰﾀｰを確認する ・節水表示 給湯室に節水の表示。 

・増量ﾉｽﾞﾙへの交換 ・トイレの節水 トイレタンクに節水パットの設置。 

・原因分析と削減方法の検討 

 

 

今後も節水に努める。 

④ グリーン購入 

⑤  

 

   事務用品はｸグリーン購入を基本とする。 達成状況 【○】 

⑤ リサイクル提案の推進 達成状況 【○】 

一年で 10 件の提案をする 前年度に対し、１０件提案を増加する。 

・従業員への勉強会 ・個人提案 

・排出業者へのゴミの分別指導 

これからも提案を続けて行きたい。 
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Ⅵ．環境関連法規制の遵守状況  

 

（1） 当社に適用となる主な環境関連法規 

法規制等の名称 遵守状況 

・古物営業法 遵法 平成 27年 11 月 1日 

・貨物自動車運送事業法                    遵法 平成 27年 11 月 1日 

・自動車から排出される窒素酸化物の特定地域における総量の削減

等に関する特別処置法  

 遵法 平成 27 年 11月 1 日 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 遵法 平成 27 年 11 月 1 日 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令   遵法 平成 27 年 11 月 1 日 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則(一般廃棄物) 遵法 平成 27 年 11 月 1 日 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則(産業廃棄物)  遵法 平成 27 年 11 月 1 日 

・フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律 遵法 平成 27 年 11 月 1 日 

 

（2）自社の違反はありません 

   環境関連法規への違反はありません。なお、関係当局よりの違反等の指摘は 

過去三年間ありません。 

Ⅶ．代表者による全体評価と見直し結果  

社内において環境意識に変化が見られ、活動への理解は深まってきている。しかし運搬車両にお

いてはエコ・ドライブへの意識向上、事務所では光熱費の削減による二酸化炭素排出量の低減を目

指し意識する事を心がけてもらいたい。 
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